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1．研究背景と目的 

 三方を河川に囲まれる埼玉県川越市は，集中豪雨

による深刻な洪水被害が繰り返されており，ハー

ド・ソフトの両面から対策が急がれている地域であ

る．本研究では同市で公開されている複数のハザー

ドマップを分析し，分類された地区の住民それぞれ

が取るべき避難行動について考察する． 

2．ハザードマップ分析 

(1) 川越市ハザードマップ 

市が公開している荒川・入間川流域，新河岸川ハ

ザードマップ 1)で想定されている雨量は，荒川流域 3

日間総雨量 632mm，入間川流域 3日間総雨量 740mm，

新河岸川流域 2日間総雨量 332.6mmである．台風や

豪雨の際には，一つの河川のみならず複数の河川が

影響を受ける．公開されているマップはそれぞれの

河川単体の影響しか記載されていないが，これらを

複合的にとらえ避難につなげることが必要である．

そこで，GIS を用いて複数のハザードマップを重ね

合わせて分類を行い，住民がどのような避難行動を

取るべきかを明らかにした． 

(2) GISによる分類 

対象としたハザードマップは，「荒川・入間川流域

洪水ハザードマップ」と「新河岸川洪水ハザードマ

ップ」である．それぞれのマップをデータ化したの

ち，浸水深に応じた分類を行った．  

 

図-1 分類マップ 

浸水深は，2階建て家屋での垂直避難可否基準を 3m，

水平避難可否基準を床上・床下浸水の判断基準程度

（0.5m）とし空間分析を行った．図-1 に分類マップ

を，表-1にはそれに対応する避難行動を示す． 

表-1 取るべき避難行動 

分 類 

行 動 

A：24-48 時間雨量 200mm 以内 

B：24-48 時間雨量 

200mm 以上 500mm 未満 

C：24-48 時間雨量 500mm 以上 

該当 

なし 
Z-O3-OF 

内水被害が生じる前，現況は A だが 

C が予想された段階で水平避難 

 Z-O3-UFB 
新河岸川の状況に応じて， 

B が予想された段階で水平避難 

 Z-O3-NF 
入間川の状況に応じて， 

C が予想された段階で水平避難 

該当 

なし 
Z-U3-OF 

内水被害が生じる前， 

A が予想された段階で水平避難 

該当 

なし 
Z-U3-UFB 

新河岸川の状況に応じて， 

B が予想された段階で水平避難 

 Z-U3-NF 
入間川の状況に応じて， 

C が予想された段階で水平避難 

 NZ-O3-OF 
内水被害が生じる前，現況は A だが 

C が予想された段階で水平避難 

 NZ-O3-UFB 
新河岸川の状況に応じて， 

B が予想された段階で水平避難 

 NZ-O3-NF 
入間川の状況に応じて， 

C が予想された段階で水平避難 

 NZ-U3-OF 
内水被害が生じる前， 

A が予想された段階で垂直避難 

 NZ-U3-UFB 
入間川の状況に応じて， 

C が予想された段階で垂直避難 

 NZ-U3-NF 
入間川の状況に応じて， 

C が予想された段階で垂直避難 

 NZ-UFM-OF 
内水河川（新河岸川，川越江川）の 

状況に応じて，垂直避難 

 NZ-UFM-UFB 
想定外の場合に備える， 

状況をみて垂直避難 

 NZ-UFM-NF 
想定外の場合に備える， 

状況をみて垂直避難 
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分類名は，①家屋倒壊危険ゾーン内（Z）／ゾーン外

（NZ），②荒川・入間川の外水氾濫による浸水深が

3m 以上（O3）／床上～3m（U3）／床下（UFM），

③新河岸川の内水氾濫による浸水深が床上（OF）／

床下（UFB）／なし（NF）の 3 つの観点から構成さ

れている．また河川の状況に加えて，24-48時間雨量

を A（200mm以内），B（200mm以上 500mm未満），

C（500mm 以上）とし避難行動の目安とした．これ

は住民が実際に行動するにあたって，天気予報やニ

ュース等から知り得る情報をもとにすると考えたか

らである． 

分類の結果，川越市は 12の地域に分けられた．こ

れは避難のしかたが 12種類あり，それぞれの地域の

住民が洪水時に取るべき行動が異なることを示して

いる．また，この分類マップは，荒川・入間川流域，

新河岸川の浸水予想を重ね合わせたものであるので，

小河川や水路による浸水被害までは考慮されていな

い．よって，実現象を考えると，さらに細かい検討，

避難行動計画が必要になる可能性がある． 

3．浸水域と人口分布 

(1) 人口の算出 

分類されたうち水平避難が必要なのは 6 地域であ

り，洪水時はこの地域の住民が確実に避難できる場

所の確保が必要となる．そこで，浸水域に住む人口

を GIS で算出し，要避難者数を検討した．人口デー

タは 500m メッシュで平成 27 年度の国勢調査結果 2)

を用いた．浸水域と重ねるにあたり細かいメッシュ

サイズにする必要があったため，国土交通省が公開

している土地利用細分メッシュデータ（100mメッシ

ュ）3)の建物が存在するメッシュに国勢調査データを

分配した．浸水域における人口分布を図-2 に示す．

国勢調査時の川越市の人口は 350,745 人 4)であり，う

ち浸水域の人口は 134,812人である．その中で水平避

難が必要な人口は 67,567 人，垂直避難でもよい地域

は 67,245人とほぼ半数ずつという結果になった． 

(2) 指定避難所の収容可能人数と要避難人口 

地域防災計画では川越市内63の施設が指定避難所

に指定されており，これらの収容可能人数の合計は

31,940 人である 5)．市の震災対策においては要避難

者が最大 30,545 人となることから，全員を収容する

ことが可能とされているが，本検討で算出した洪水

時の要避難者総数は 134,812人（うち要水平避難者 

 

図-2 浸水域における人口分布 

表-2 人口と避難所収容可能人数 

項 目 人 数（人） 

川越市 総人口 350,745    

水平避難が必要な地域 人口 67,567    

垂直避難でもよい地域 人口 67,245    

指定避難所収容可能人数（総数） 31,940    

指定避難所収容可能人数（洪水時） 23,600    

67,567 人）と指定避難所の収容可能人数を大幅に超

える値である．また，洪水時には浸水し利用できな

くなる避難所を考慮すると，指定避難所の収容可能

人数の合計は 23,600 人となり，要水平避難者でも指

定避難所へ避難できるのは約 35%である．今後頻発

化，激甚化する水害への対策として，要避難者，特

に水平避難が必要な地域の住民が確実に避難できる

避難所の整備が求められる． 

4．結論 

(1) 荒川・入間川流域，新河岸川のハザードマップを

複合的に考慮すると，川越市内の浸水被害予想は 12

種類に分類され，それぞれの地域で住民が取るべき

避難行動が異なる． 

(2) 川越市では 13 万人以上が浸水被害を受ける可能

性があり，指定避難所の収容可能人数を大幅に超過

していることから，要避難者が確実に避難できる避

難所の整備が必要である． 
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